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I 問題の所在
『資本論』第 3部は，「資本家的生産の総過程」（一「総過程の諸姿態」）と題さ
れ， その第3篇の本来の表題は， 「資本家的生産の進歩につれての一般的利潤
率の傾向的低下の法則」である1)。第3部は，流通＝および再生産過程の叙述
を前提として，「全体として考察された一ー資本の過程から生じる具体的な諸
形態」 2)を，すなわち，「剰余価値の転化した諸形態」 (K.I. s. 589)3)を発見し
て叙述する理論領域である4)が，その第 3篇は，表題の示すところによれば，
1)佐藤金三郎「『資本論』第3部原稿について(1)」,『思想』， 1971年4月号， 120-128頁
を参照。
2)佐藤「『資本論」第3部原稿について(3)」，前掲， 1972年10月号， 112頁。
3) Marx, K., Das Kapital, 3 Ede., Dietz Verlag, Berlin, 1962-1964からの引用は
このように略記する。なお訳文は以後，岡崎次郎訳「資本論』（全9分冊，国民文庫）
に大体依拠しているが，この邦訳書には原文頁数が添記されているので，邦訳書頁数
の指示は省略する。
4)参照。「現実的生産過程は， 直接的生産過程と流通過程との統一としては， 新たな諸
姿態を生みだすのであって，これらの姿ではますます内的関連の脈絡が消え失せ，生
産諸関係が互いに自立化し，価値諸成分が互いに自立的諸姿態において骨化しあうの
である。」 (K.ll. S. 836)この叙述の内容は， 第3部への「移行規定」と理解されう
る。
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「利潤率は，資本蓄積の増進とこれに照応する社会的労働の生産力の増大に比
例して低下する」 (K.m. s. 411)ことを分析したものである。すなわち，この篇
は「剰余価値の実体•…••にたいする剰余価値の形態」 (K.m. s.837)の独立化を
叙述する，第 1篇「剰余価値の利潤への転化と剰余価値率の利潤率への転化」
と第 2篇「利潤の平均利潤への転化」 とを受けて， 「利潤の資本への転化」
(K. m.S.858)を批判的に分析したものである。本稿の対象は，以上のような
問題領域にある利潤率低下論である。
「一般的利潤率の傾向的低下の法則」は，それ自体としては単純に見えるに
もかかわらず，体系的な重要性を有する。マルクスが批判的経済学におけるこ
の法則の重要性をはじめて指摘するのは，『経済学批判要綱』においてである 5)
が，それ以後一貫してこの法則は単純性と体系的重要性という二重性において
規定される 6)。『剰余価値にかんする諸理論』 (1861-1863年）との格闘を媒介に
して成立した『資本論』においても，利潤率低下論は，「生産に前貸された資
本」 (K皿.S.205)に関して，「資本の生産過程」（第1部）と，「資本の流通過程」
（第2部）および「総過程の諸姿態」（第3部）とを総括するような体系的位置を
有する。このような利潤率低下法則の特徴は，これまでの研究史に反映し，そ
5)参照。利潤率の低下傾向は，「近代の経済学のもっとも重要な法則であり，そしても
っとも困難な関係を理解するためのもっとも重要な法則である。それは歴史的観点か
らしてもっとも重要な法則である。それは，単純であるにもかかわらず，いままで概
念的に把握されたことはなく，まして意識的に明言されたこともない法則である。」
(Marェ， K.,Grundrisse d8r Kritik der Politischen Okonomie (Rohe血砒{)1857
-1858. besoi:gt von Marx-Engels-Lenin-Institut, Moskau, Dietz Verlag, Berlin 
1953, s. 634. 高木幸二郎監訳『経済学批判要綱』（全5分冊），大月書店， 701頁。）
6)マルクスは1868年4月30日づけのエンゲルスヘの手紙のなかで，次のようにのぺてい
る。「社会の進歩につれての利潤率の低下傾向。 これは， すでに社会的生産力の発展
につれての資本構成の変化について第1部で展開されたことからも明らかだ。これこ
そはこれまでのすぺての経済学を困惑させた難問に対する最大の勝利の一つなのだ。」
(Marx, K., Wreke, 32, 73-74. 岡崎次郎訳「資本論に関する手紙』，法政大学出版
局， 1967年， 205頁。）
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の単純性という性格は，この法則の論証そのものをめぐる論争として，その体
系的重要性は「資本家的蓄積の一般法則」 （第1部第23章）と利潤率低下論との
体系的な関連にかんする論争として展開されてきた7)。本稿は，単純ではある
が「資本家的理解力の限界」 (K.m. S. 270)をこえる問題である利潤率低下論の
方法的基盤を検討し，つづいて，利潤率低下論の課題に接近する。
ところで，第3部第3篇「利潤率の傾向的低下の法則」は，マルクスの未完
成な草稿 (1865年）にもとづいて編集されたものであるが，この未完成であると
いうことが，利潤率低下論をめぐる論争において，他の諸問題にはみられない
特別な意味をもっている。すなわち，これまでの利潤率低下法則の研究は，現
行のテクストが一定の読み方を強制する面と，これに反発して，理論的実践が
テクストそのものの修正をせまる面との緊張関係のなかでおこなわれてきたの
である。この両面が鋭く対立し，多岐にわたる論点を整理して統一的に把握す
ることの困難さは，現行テクストに基因するものであることが指摘され，諸研
究は，テクストの修正とその表題の変更（とくに第15章「この法則の内的諸矛盾の展
開」）を要求し，理論的再構成をおこなってきたs)。このような事情は，「資本
論』の他の諸篇については，みられないものである。佐藤金三郎氏とM・リュ
ベール氏の第3部「主要原稿」にかんする研究e)は， 「現行版の第3篇におけ
7)一般的利潤率の傾向的低下の法則をめぐる研究文献は潅大な数にのぼるので，ここで
は論争史の整理をふまえた次の文献をあげておく。 静田均「利潤論』， 河出書房，
1948年。置塩信雄『資本制経済の基礎理論』，創文社， 1965年， 119-148頁。井村喜-
代子「利潤率の傾向的低落法則の作用」， 遊部久蔵他編「資本論講座」第4巻， 青木-
書店， 1964年。宇野弘蔵篇「資本論研究」第4巻，筑摩書房， 1968年， 204-226頁。
8)宇野弘蔵「資本家的生産方法の内的矛盾の展開」， 『経済原論』， 岩波書店， 1947年
（宇野弘蔵著作集第1巻， 1973年， 364-378頁）。井村喜代子「生産力の発展と資＊
制的生産の『内的諸矛盾の開展』」、『三田学会雑誌」，第55巻第4号， 1962年。富塚良
三「資本制的生産の内的諸矛盾の開展」，『資本論講座」第4巻，青木書店， 1964年。
9)佐藤金三郎「『資本論」第3部原稿について」，『思想』， 1971年4・5月号， 1972年10月
号。 Oeuvresde Karl Marx, Economie, ]I, もditionetablie et annotee par・ 
Maximilien Rubel, もditionGallimard, Paris, 1968. 以下 Oeuvres.と略記する. 
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る三つの章への区分と， それらの章の表題は，すぺてエンゲルスのもの10)」
であることをあきらかにし，第3篇が本来の表題のもとに統一的に把握される
べきことを示唆している。さらに，両氏の研究は，マルクスの叙述順序と，編
集の際における原稿の文章の変更を（部分的に）あきらかにし，利潤率低下論
の再検討を促している11)。
さて， 『資本論』全巻が文献的かつ理論的に再検討されつつある近年，第3
篇「利潤率の傾向的低下の法則」もその例外ではない。 60年代初頭以来中断し
10)佐藤金三郎「『資本論」第3部原稿について(1)」，前掲， 128頁。
11)リュベールの注記によれば、マルクスの叙述順序は次のようである。
•第13章「この法則そのもの」の前半部分 (K. 皿.s. 221-235) 
•第14章「反対に作用する諸原因」
•第15章第 1 節「概説」
•第13章「この法則そのもの」の後半部分 (K. 皿.s. 234-241) 
•第15章第 1 節「生産の拡大と価値増殖との衝突」
•第15章第 3 節「人口過剰に伴う資本の過剰」
• 第15章第 4 節「補遣」…………••••…………………….. (Oeuvres. pp. 1761-1762.) 
この点は，現行第15章の論理的構成を検討するうえで重要と思われるが本稿では立ち
入らない。また，原稿の文章の変更については，本稿IVを参照。
12) 「経済学批判要網」の利潤率低下論を検討した文献として， 平野厚生「マルクスの
『利洞率の低落法則』について」，東北大研究年報『経済学』，第31巻第3号， 1970年，
吉家清次「『果実をもたらす資本」の論理」。山田鋭夫•森田桐郎編「コメンクール
「経済学批判要綱」』下巻， 日本評論社， 1974年，大内秀明「『経済学批判要網」にお
ける恐慌論の不在」，『現代思想』， 1975年12月号。主として法則の論証の意味と問題
点を検討したものとして，浅野栄一「利潤率低下問題によせて」，『商業論築』，第12巻
第1=2号， 1971年，松島孝雄「『一般的利潤率の傾向的低落法則』の論証における
問題点」，『一橋論叢』，第74巻第6号， 1975年，鈴木滋「資本蓄積論への一視角」，『経
済論究』，第35号， 1975年，吉岡欽也「利潤率の低下論再考」，『奥州大学紀要』，第8
巻第1号，1975年，川口正義「『利潤率の傾向的低下の法則』について」，『大樟論叢』
第7号， 1975年。『資本論」全体における利潤率低下論の位置づけを検討したもの
として，吉家清次「利潤論』， 同文館， 1974年，平田清明「個体的所有概念との出会
い一労働と所有のディアレクティークー覚え書き」， 『思想』， 1975年11•12月号，
1976年1•2月号，毛利明子『資本論の転化理論』，法政大学出版局， 1976年，「第 7 論
文『資本論」第3部第15章の研究」， 杉原四郎「J.S.ミルの利潤率低下論」， 王野井
芳郎他編『近代経済学の系譜』， 日本経済新聞社， 1976年。
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ていたかにみえるこの法則にかんする研究が，従来の論争の整理をふまえ，ま
た『経済学批判要綱」等に関する理論的思想的な研究の蓄積を背景にして，再
開され進展しつつある 12)。この研究動向の一特徴は，法則そのものの論証と，
「資本家的蓄積の一般法則」を基軸とする蓄積論体系における利潤率低下論の
位置づけという従来の論点を追認するのではなく， マルクス利潤率低下論を
『資本論』全体のなかで位置づけるうえで，重要な問題提起をおこなっている
ことである。
本稿は近年の諸研究の方法的姿勢に学びながら，従来比較的看過されていた
ように思われる利潤率低下論の方法的基盤を検討し，さらに，資本論研究に大
きな波紋を投げている第3部「主要原稿」にかんする研究を受けとめて，利潤
率低下論の課題の一端をあきらかにしようとするものである 13)。
]I 利潤率低下論の方法的基盤
一般的利潤率の傾向的低下の法則を意識的に定式化することは， 「資本家的
理解力の限界」 CK.m. s. 210)をこえる問題である。この法則は，市民的日常意
識と古典派経済学にたいして，神秘的な謎として現象した問題にたいする批判
的な解答である。この問題との批判的な関連を度外視して，この法則をそれ自
体として一般的かつ抽象的に理解することはできない。できるとしてもその場
合，この法則の理解は「量的関係がすべてである」 (K.II. S. 270), たんなる数
量的なものとなろう 14)。一般的利潤率の低下にかんするこのような理解様式
は，「純粋に経済学的な仕方で， すなわち市民的立場から資本家的理解力の限
0 0 0 
13)本稿は，「利潤率の傾向的低下の法則」と「現行第15章の論理的構成」とについて，立
ち入った検討をおこなわない。これについては，別の機会をえたい。なお，……は原
著者の， 000は引用者の強調符である。
14)藤塚知義「恐慌論体系の研究』， 日本評論社， 1965年， 第4章「資本主義的生産の総
過程における恐慌の論理一―—利潤率低下法則に表現される恐慌の必然性」， 67-86頁
を参照。
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界のなかで」 <K.m. s. 210)おこなわれるものである。これに反して，批判的経
済学は，この法則が批判的に解答しようとする問題それ自体を高揚させなけれ
ばならない15)。この問題とは，根本的には，富の資本家的形態，したがって
「資本家的な対立的な形態にある富」 (K.m. s. 268)とその「資本家的領有様式」
(K. I. S. 610)との， 剰余価値の形態論（平均利潤）の次元における批判的な解明
である。この節では，平均利潤という形態を自明な前提とすることから発生
する，資本家的領有様式のプルジョア的表象と，それにたいする「批判」とし
ての利潤率低下論との関連を検討する16)。
一般的利潤率の低下法則は，第一に，「資本物神・価値を生みだす価値」
CK. m. s. B37)を自明な自然的形態として承認する市民的日常意識と，「利潤率
は減少しない」 CK.m. s. 411)という資本家的領有様式のプルジョア的表象とに
批判的に関連する。 この法則はとくに，『資本論』第3部「総過程の諸姿態」
0 0 0 0 
の基礎範疇である，平均「利潤という……規定された剰余価値形態」 (K.皿.s
15)利潤率低下法則の問題基盤そのものが検討されることは，少なかった。平瀬巳之吉氏
は，この法則の問題基盤を経済学者たち（スミス， リカード，マルクス，ケインズ）
の戦略目標の観点から説明されている。氏によれば， マルクス利潤率低下論は，「社
会革命の物質的基礎としての労働の社会的生産諸力」という戦略目標を達成するため
のものである。平瀬『経済学四つの末決問題』，未来社， 1967年，「第 2 論題• 利潤率
低下ー一理論か戦略か一」， 111-180頁を参照。
16)一般的利洞率の低下論は資本家的領有様式のブルジョア的表象にたいする批判として
の意義を有している。これは，『経済学批判要綱」以来のマルクスの問題意識である。
ここでは， 正確には「利子生み資本の形態における剰余価値と資本関係一般の外面
化」（参照。佐藤金三郎「『資本論」第3部原稿について(1)」，前掲， 130頁）と題され
た，第3部第24章の次の叙述を参照。「この第3部第3篇で論証したように，利潤率
は，資本蓄積の増進とこれに照応する社会的労働の生産力の増大に比例して低下する
……。同じ利潤率をあげるためには，…•••全労働時間，いな毎日24時間がすっかり資
本に領有されても，この目的のためには足りないであろう。しかるに，利潤率は減少
しないという表象が，プライス的な累増の根底にはあるのであり，またおよそ『複利
でもって一切をかき集める資本』の根底にはそれがあるのである。」 (K.l[.s. 411-
412) 
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858)に由来する資本物神にたいする批判であり，同時に年々の再生産と蓄積の
担い手の市民的日常意識にたいする内在的批判でもある。 ・
一般的利潤率の低下法則が批判的に解決しようとする第二の問題は，平均利
潤の形態から発生する，価値を生む価値としての資本のいわば幾何級数的な増
殖可能性と，資本家的生産様式が支配する社会の進歩につれて利潤率が低下す
るという現象との対立である。この対立は資本家的実践によって解決されるべ
き課題として意識される。と同時に，利潤率の低下（経済現象）とそれを説明
することができないプルジョア的資本概念17)との対立は，経済理論によって
解決されるべき課題であり，そのように意識される。マルクスはこの事情を次
のようにのぺている。
「これまでの経済学はどれもこれもこの法則を発見することさえできなかっ
たのである。経済学はこの現象を認め，それを矛盾した種々の試みによって
解釈しようと苦心した。しかし，資本家的生産にとってこの法則は大きな重
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
要性があるのであって，アダム・スミス以来の全経済学はこの法則の不可解
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
さ(=神秘）の解決をめぐって旋回していると言ってよいのである……18)。
(K. 皿.s. 223) 
これが「これまでの経済学者をとらえた難問，すなわち，利潤率の低下を説明
せねばならぬという難問」 (K.皿.S.242)である。利潤率の低下の理論的解明は
プルジョア的資本概念の解体とその批判的再構成を不可欠の前提とする 19)0
『資本論」第3部のこの論理次元では，資本価値は，一定の再生産時間（とくに
自然的時間である 1年）を経過することによって， 平均利潤の形態における剰余
17)参照。「正常な平均利潤そのものは， 資本に内在するもので搾取にはかかわりのない
もののように見える。」 (K.I[. s.837, cf. K. 皿.s. 835-837) 
18)この文章は， 労働の二重性を想起させる。「商品に含まれている労働の二者斗争的性
格は，私がはじめて批判的に指摘したものである。この点は，経済学の理解が，それ
をめぐって旋回する跳躍点である。」 (K.I. s. 56)マルクスは， 一般的利潤率の低下
法則に，経済学批判としての意義を与え，労働の二重性に匹敵する重要性を与えてい
る。
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価値を生む能力＝領有力を実現する。平均利潤とこの形態の剰余価値を生む価
値としての資本にたいする理論的にして歴史的な批判，これこそ利潤率の低下
を批判的に説明する前提であるばかりでなく，現行第 3篇「利潤率の傾向的低
下の法則」の多面的な論点を貫ぬく， マルクスの基本的問題意識の一つであ
る。
資本家的領有様式のプルジョア的表象（一「利潤率は減少しない」）と，日常的な
資本概念では説明不可能な神秘的な経済現象（利潤率の低下）・一ーこれを市民的
経済学は，神秘＝難問として受けとめた一ー，このような相互に関連する問題
についての批判的解答が，一般的利潤率の低下法則である。この法則の再検討
は，それが批判的に解決しようとする問題基盤を反省することから始まる20)。
マルクスは，「一般的利潤率の漸進的な低下の傾向は， ただ， 労働の社会的
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
生産力の発展の進行を表わす資本家的生産様式に特有な表現でしかないのであ
る」 (K.m.S.223) と定義したが， この定義は，富の資本家的形態とその資本
家的領有形態を自明の自然形態とする，資本家的領有様式のプルジョア的表象
にたいする批判として提起されたものである。この法則はこのような批判的基
盤を有している。しかし，これまでの研究は，問題にたいする批判的な解決に
19) 「この法則がまったく簡単に見える」 (K.][. s.223)のは，流通過程において「自分
自身を増殖する・剰余価値を生む・価値」 (K.][. s.890)というブルジョア的資本概
念の解体とその批判的再構成を前提とするからである。換言すれば，利潤率低下法則
は，剰余価値の利潤（剰余価値の形態）への転化を論理的に前提するからである。マ
ルクスは， 従来の全経済学がこの法則を発見できなかった理由として， 「不変資本と
可変資本との区別を..…•明確に定式化することはけっしてできなかったということ，
剰余価値を利潤から切り離して示したことも……ないこと，また，資本の有機的構成
を，したがってまた一般的利潤率の形成を徹底的に分析したことがないこと (K.][.S. 
222-224)を指摘するが，これらの諸点は，資本の生産過程（第1部）と資本の流通
一および総過程（第2=3部）という『資本論』体系を通じて，プルジョア的資本概
念を批判的に再構成するための諸契機である。ここでは指摘されていないが，マルク
スが「資本の概念」 (K.][. s. 256)と規定した「労働者と労働諸条件との分離」もま
た，一般的利潤率の低下法則を概念的に把握するための不可欠な認識である。
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他ならない「利潤率の傾向的低下の法則」の整合的な論証とこの法則の実証的
な証明に主として携わり，法則の問題基盤そのものは十分に反省されてこなか
ったように思われる。現行第3篇のテクストをそのまま辿るかぎり，資本家的
生産および蓄積の進展につれての，労働の社会的生産諸力の発展からただちに
「一般的利潤率の漸次的低下」 CK.m. s. 222)が導出され（第13章「この法則その
もの」），つづいて「一般的利潤率の低下を傾向的低下」 CK.m.s. 242) にする諸
原因が分析されているので（第14章「反対に作用する諸原因」），しかも以上の分析
がきわめて簡単になされているので，これまでの研究はもっぱらこの法則の成
立可能性の可否をめぐって旋回し，この法則の論証を豊富化することに貢献し
てきた。一般的利潤率の低下法則を再検討するための一方法は，法則の論証を
豊富化させる努力を，この法則の批判的基盤にたいする反省と結びつけること
20)マルクスは『剰余価値学説史」において，平均利潤の形態に由来する資本物神，すな
わち， 自己自身の大いさを根拠とする，同一利潤率による資本価値の自己増殖（一利i
潤率は低下しない）という表象を批判，これを労働の立場から攻撃したホジス寺ンの
所説を内在的に批判した。マルクスは，ホジスキンに次のような評価を与えている。
「ホジスキンも，……利潤率の低下を，生きている労働が「複利』（同一利潤率にもと
づく，絶えざる利潤の資本への転化ー若森）の要求に応ずることができないという・
ことから説明することによって，たとえ彼らはこのことをそれ以上は分析していない
にしても，スミスやリカードよりもはるかに真実に近づいているのであって，この両
者は利潤率の低下を賃金の上昇から……説明しているのである。」 (Marx,K., Theo, 
ri訊 Uberden Mehrwert, 3 Teil, Werk, 26. 3, Dietz Verlag, Berlin, 1968, S. 
307.) 
「利潤の資本への転化」を批判的に検討した， 『剰余価値学説史』第21章「経済学-
者たちにたいする反対論」は，一般的利洞率の低下論の形成に直接的に貢献し，その•
うちのおおくの叙述がほぼそのまま現行第3部第3篇（とくに第15章第1節）に再現．
されるが， とくにホジスキンの所説を批判した箇所は，利潤率の低下論が批判的に解．
決しようとする問題基盤を示唆している。ホジスキンの資本物神批判については，平
尾敏「資本と剰余価値ートマス・ホジスキン批判」（『法経論集』（愛知大），第27号，
1959年，『リカード派社会主義の研究』所収， ミネルヴァ， 1976年），蛯原良一「古典-
派資本蓄積論の発展と労働者階級』（法政大学出版局， 1974)「第4章トマス・ホジス
キンの経済学」を参照。
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であろう 21)。そこで， ひとまず， 問題を次のように立てる必要がある。すで
にマルクスによって反省されたものである，利潤率の低下法則を問題対象と
し，この法則を証明または否認するという問題設定とは逆に，資本家的生産の
進歩にもかかわらず同一利潤率が維持される事態を想定し，日常的な資本概念
にもとづく「利潤率は減少しないという表象」 CK.m. s. 411)を批判的に吟味す
ることが，さしあたっての問題設定とならなければならない。すくなくともこ
のような迂回が必要だ。一般的利潤率が低下しないとすれば，それは何を意味
するのか？
ここで，「資本論』体系における第 3篇の位置を社会的労働の生産諸力＝富
の発展の問題を捨象して， とくに転化論の視角からみておくことが必要であ
る。『資本論」第 3部「資本家的生産の総過程」（＝「総過程の諸姿態」）は， 生産
過程と流通過程の統一としての資本家的生産過程を前提とし， 「直接的生産過
程における資本の姿態も流通過程における資本の姿態もただ特殊的な諸契機と
して現象するにすぎないような•….. 具体的な諸形態」 (K.m. s. 33)を批判的に
解明する理論領域である。商品の資本家的費用（＝費用価格），年利潤率，一般
的利潤率，生産価格と市場価値等々，これらは総過程の具体的諸形態である。
第 3篇「利潤率の傾向的低下の法則」は， 第 1篇「剰余価値の利潤への転化
と，剰余価値率の利潤率への転化」， 第2篇「利潤の平均利潤への転化」を前
提とし， 「生産に前貸された資本」 (K.皿.s. 205)がその大いさに比例して年々
生みだす剰余価値〔＝「年平均利潤」 (K.皿.s. 350)〕にかんする理論を蓄積論とし
て総括する。その総括の仕方は，資本家的領有様式の神秘化された形態とその
21)利潤率低下論を再検討するための一方法は，本節で検討するように，資本物神批判と
の関連で，剰余価値の形態，剰余価値の実体，および剰余価値蓋の三者の関連を把握
することであるが，他の方法は，資本蓄積の進展における労働の社会的生産諸力の発
展を領有諸形態（利潤盤と平均利潤）との関連で析出することである。後者について
は，次の文献を参照。平田清明「個体的所有概念との出会い」（前掲）を参照のこと。
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プルジョア的表象にたいする批判である。本稿は剰余価値の利潤への転化論を
固有の研究対象とするものではないので，以下これを一般的利潤率の低下論に
必要なかぎりで要約的に記述する。
マルクスは，第 3部「主要原稿」の冒頭部分22)と現行第 2章「利潤率」に
おいて23), 剰余価値年率の年利潤率〔前者の「複雑化され隠蔽された形態」 (K.Il. 
S.300)〕への移行を出発点とし，「さしあたり計算形態の相違」 (K.皿.S.176)か
0 0 0 0 0 
ら剰余価値の利潤への転化を導出し，「剰余価値の実体• 本質にたいする剰余
0 0 0 0 0 
価値の形態」 (K.IlI. S. 837)の自立化がどのように，再生産過程における，直接
的生産過程と流通過程との相互移行・相互浸透に媒介されて発生するかを，ゃ
や断片的に分析した24)。 この「最初の転化段階」 (K.IlI. S.177)において注目
すべきことは， 剰余価値の利潤（一前貸総資本が生みだした剰余価値）への転化に
対応して， 「剰余価値を生む価値としての資本」 (K.IlI. S. 890)もまた利潤を生
む資本（資本一利潤）として形態規定されることである 25)。 「資本と利潤との関
係••…•においては，資本は自分自身に対する関係として現われるのであり，こ
の関係のなかでは資本は本源的な価値額としてそれ自身が生みだした新価値か
ら区別されるのである。」 (K.IlI. S. 58)資本は「流通過程と生産過程との統一と
して現われ， 再生産過程の表現として一ー一定の時間・・・・・・に一定の利潤（剰余
22)佐藤金三郎「『資本論」第3部原稿について(3)」，前掲を参照。
23) 1870年代の第3部原稿にもとづく現行第1章「費用価格と利潤」は，第2部「資本の
流通過程」との関係において，総過程の範疇としての費用価格を分析し，商品資本価
値＝「c+v+m」の「費用価格＋利潤」への転化を叙述するが， ここでは， 積極的
に，再生産表式論（第2部第3篇）と第3部「資本家的生産の総過程」との内的関連
が問題にされている。これにたいして、現行第2章「利洞率」は、資本回転論との関
連を積極的に分析する。拙稿「マルクス利洞論に関する一考察ー費用価格と利潤一」，
『経済論集』（関西大），第24巻第3号， 1974年を参照。
24) cf. K. 皿s.176-178, K. 皿.s. 836-837. 
25)マルクスは，『経済学批判要綱」と『剰余価値学説史』において，「利洞をもたらす資
本」という形態規定性を積極的に展開した。吉家清次「『果実をもたらす資本」の論
理」，（前掲）を参照。
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価値）を生産する一定額の価値として一ー現われるのである26)。」そして利潤
と利潤を生む資本という形態は，剰余価値量＝利潤量であるとはいえ， 「剰余
価値の源泉とその存在の秘密」 (K.Il. S. 58) を隠蔽し，剰余価値の実体ー「単
なる剰余労働時間の凝固・単なる対象化された労働」 (K.I. S. 231) , 剰余価値量およ
び剰余価値の形態の内的関連を抹殺する。「すべて剰余価値は……利潤•利子. . . . . . . 
・地代などのいかなる特殊的姿態に結晶しようとも，実体的にみれば不払労働；. . . . . . 
時間の物質化である」 (K.I. S. 556)という「資本の自己増殖の秘密なるものは」，
(K. I. s. 556), 必要な論理的諸媒介を経て， いまや再び神秘化される27)。 「資
本はこの新価値を生産過程と流通過程を通るそれ自身の運動のなかで生みだす
こと，これは意識されている。 しかし， どのようにしてそれが行なわれるか
は，今では神秘化されていて，資本そのものにそなわる隠れた性質から由来す
るように見えるのである。」 (K.Il-S. 58)資本家的領有様式のプルジョア的表象
の成立である 28)。資本関係の神秘化とともに，賃労働もまた労賃という「規
定された分配形態」 (K.Il-S. 889)を領有するものとして現象する29)。
さらに，「利潤の平均利潤への転化」によって，個別的諸資本が特殊的生産部
門で生産した剰余価値量と，この資本が実際に領有する利潤量とは現実に相違
する。諸資本は，資本の有機的構成や回転時間の差異にかかわりなく，前貸＝
26) Marx, K., Theorien Uber den Mehrwert, 3 Teil, op. cit., S. 473. 
27)杉原四郎『ミルとマルクス』， ミネルヴァ書房， 1957年， 120-133頁を参照。
28)参照。「資本と利洞という形態において資本は完成した前提として表面に現われる。
それば…・・資本の現実の存在形態である。そして，この形餓において，資本はその担~
い手たる資本家の意識のなかで生きているのであり，彼らの表象のなかに反映してい
るのである。」 (Marx,K., Theorien Uber den Mehrwerl, 3 Tei/, op. cit., S 
474.) 
29)参照。「一方の極で労働力の価格が労賃という転化形態で現象するから， 反対の極で
剰余価値が利潤という転化形態で現象するのである。」 (K.m.S.46)第3部の利潤論・
の次元においては，「『賃労働」とは分配一領有論上の労働規定であって，まさにプル
ジョア的な分配一生産諸関係の適合的ー表現である。」（平田清明「物象化と三位一~
範式(2)」『思想』， 1972年4月号， 109頁。）
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および充用総資本の大いさに比例して同等な利潤量を領有する。前貸され充用
された諸資本は，社会的総資本の諸断片として年々同等な利潤を生みだすので
ある。利潤の平均利潤への転化に対応して， 「剰余価値を生む価値としての資
本」 (K.][. s. 890)もまた平均利潤を生む資本として規定される。「ここでは量
的関係がすべてである。」 (K.][. s.270)資本の自己増殖の制限は，前貸資本の
大いさのみであり，資本の制限は資本そのもののように現象する。平均「利潤
0 0 0 0 0 0 
という……規定された剰余価値形態」 CK.m. s. 858)は，資本家的領有様式の神
秘化された物象的な表現である。この形態は，剰余価値の実体，剰余価値量お
よび剰余価値形態の内的関連と同一性を，したがって剰余価値の概念を，それ
ゆえ「価値の概念」 CK.m. s. 118)を完全に隠蔽する30)。 「いまや特殊的な諸生
産部面のなかでの利潤と剰余価値とのあいだの一たんに利潤率と剰余価値率
とのあいだだけのではな＜―-現実の量的相違は……資本家にとってだけでは
なく，労働者にとっても，利潤の本性と源泉とをすっかりおおい隠してしまう
のである。」 CK.m. s. 111)資本家的領有様式のプルジョア的表象の一応の確
立。資本は前貸された大いさに比例する利潤量（平均利潤）を領有する。資本
は「平均利潤を生む能力」 (K.皿S.364)を獲得し，この能力を発揮させる。こ
の資本関係の神秘化された形態に対応して，賃労働もまた，資本としての年々
の労働生産物の一部分を，労賃という規定された分配形態において領有する。
ここに成立したものは，資本家的富のプルジョア的領有形態（平均利潤および労
賃）である。換言すれば，資本家的領有様式のプ）レジョア的表象（資本一利潤．
30)マルクスは『資本論」第1部第1版の価値形態論の末尾において，「決定的に重要な
ことは，価値形態，価値実体，および価値量のあいだの内的必然的関連を発見するこ
と，すなわち観念的に表現すれば，価値形態は価値概念から発生することを証明する
こと」 (M叩， K,Das Kapital, Bd. I, Verlag van Otto Meissner, Hamburg, 
1867, Nachdruck der Aoki-Shoten, Tokyo, 1959, S-34.)であるとのぺたが，第
3部第2篇「利潤の平均利潤への転化」は， 剰余価値形態（平均利潤）， 剰余価値の
実体，および剰余価値量の内的必然的な関連を分析し，剰余価値の実体にたいする剰
余価値の形態の自立化によって，剰余価値の概念が隠薇されることを批判的に叙述す
る。
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賃労働一労賃）が批判的に再構成されているのである81)。 (cf.K. m. s. 824)「資
本家的…•••富」 CK.m. s. 268)を「所有と労働の分離」および「富の蓄積」と「貧
困の蓄積」として規定するとすれば，ここでは資本家と労働者は，社会的労働
の生産諸力の疎外された物象的形態（一価値生産物）を，平均利潤と労賃の形態
において，「賃労働の形態での労働と資本の形態での生産手段」 CK.m. s. sBB) 
の人格化として領有するのである82)。資本家的「生産様式そのものの主要当
事者たる資本家と賃労働者とは・・・・・・ただ，資本と賃労働との肉体化であり人格
化であるにすぎない。」生産手段の非所有者は，価値生産物の一部分を労賃と
して領有する所有者であるかのように現象する83)。
最後にかなりのまわり道をしてやっと，「利潤率は減少しないという表象」
(K. m. S. 411)を批判的に検討することができる84)。なぜなら，この表象は，
平均利潤という規定された剰余価値形態と「その大いさに比例して同じ年平均
31)経済学的三位一体範式（第3部第49章）は， 資本家的領有様式（一労働と所有の分
離）のプルジョア的表象の完成にたいする，総括的な批判である。平田清明「物象化
と三位一体範式」（『思想』， 1972年4-7月号）を参照。
32)資本の流通一および領有過程から不可避的に，資本の生産物としての商品価値を，ぃ
わゆる「v+mのドグマ」に還元する思考様式が発生する（参照。第 2 部第19• 20章，
第3部第49章「生産過程の分析のために」）が， 流通一および再生産過程の分析は，
このような「ブルジョア的領有過程を写し出したドグマ」の批判的解明でもある。平
田清明「剰余価値概念の再検討」，『経済セミナー』， 1976年3月号， 92-96頁を参照。
33)このようなブルジョア的領有様式には， 使用価値にたいする無関心が照応する。「資
本家的生産はそれ自体としては特定の使用価値には無関心で……ある。どの生産部門
でも資本家的生産にとって肝要なのは，ただ，剰余価値を生産することだけ……であ
る。また同様に，……賃労働はその労働の独自的な性格（「自分の労働の内容」 (K.
頂.S.206)一若森）には無関心なので••••••ある。」 (K.皿.S.205)
34)資本の概念（一労働者と労働諸条件との分離）と剰余価値の概念（剰余価値の実体お
よび剰余価値の量から批判的に剰余価値の形態を説明すること）を欠く場合，周知の
ように，利潤率の低下を説明するための種々の理論が発生する。これらの諸理論は，
依然として資本物神の支配する仮象の世界にとらわれている。『経済学批判要網」や
『剰余価値学説史」における，スミス， リカード，ケアリー，バスティア，ホジスキ
ン等にたいするマルクスの批判を参照。
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利潤を生みだす」 (K.1I. S. 350)資本という形態規定性に由来するからである。
すでにのべたように平均利潤の形態は「剰余価値の実体•本質にたいする剰余
価値の形態」 (K.1I. s. 837)の骨化と自立化の一応の完成であり， 「剰余価値と
剰余労働との同一性」 CK.m. s. 412) の否認であるが， ここから資本の領有力
能の自立化が発生する。本源的には「過去の労働の生産物の価値の維持は・・・・・・
0 0 0 0 
ただそれらと生きた労働の接触の結果でしかないのであり……過去の労働生産
物が生きた剰余労働のうえに行う支配は，まさにただ，資本関係が存続するあ
いだだけのことなのである」 (K.II. s.-412)。が，いまや生産に前貸された諸資
本はその大いさに比例して，つまり自己自身を根拠として同等な利潤を生むと
いう資本物神が成立し，それは生産当事者の市民的日常意識をとらえる。「資
本は根拠で利潤は帰結，資本は原因で利潤は結果，資本は本体で利潤は属性」
であって，「資本は，ただ利潤を生む資本としてのみ，利潤という付加価値を
創造する価値としてのみ，資本」である。85)生産に前貸された資本は，自己を
根拠にして原因として，年々その帰結であり結果である利潤を生みだし，利潤
は元本としての資本に追加されて一者となり，結果は原因となって，拡大され
た資本はそれに比例してよりおおくの利潤を生みだすのである。この永遠の連
鎖は，資本の領有様式の形態的自立化を，資本価値の無限性を表現する。資本
所有が現在および将来の剰余価値（平均利潤）を領有する条件となる。資本は過
去において領有し蓄積した資本価値の大いさに比例して，年々よりおおくの利
潤量を領有する。「利潤率は減少しないという表象」 (K.II. S. 411)が表現するも
のは， このような陽気な原理にもとづくブルジョア的資本蓄積論である86)。
剰余価値の資本への転化としての資本蓄積は，剰余価値形態（一平均利潤）の
資本への転化として現象する。剰余価値と剰余労働との同一性という，資本蓄
積の「質的な限界」 (K.II. S. 412)は見失われ，それは，いわば幾何級数的な増
35) Marx, K., Theorien Uber den Mehrwert, 3 Tei/, op. cit, S. 474. 
00000 00 
36)現行第3部第24章「利子生み資本の形態における剰余価値と資本関係一般の外面化」．
(000部分は現行版では省略）を参照。
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殖という無概念的形態をとるのである。一般的利潤率の傾向的低下論は，この
ような剰余価値形態から発生する資本物神にたいする内在的な批判である。そ
してそれは資本蓄積の「総過程」的展開になるほかはないのである。
生産過程論の総括としての資本蓄積論は，労働の社会的生産諸力の発展の問
題を捨象して， 商品生産にもとづく所有法則（労働と所有の同一性）の資本家的
0 0 0 
領有法則（労働と所有の分離）への転回を解明し，資本家的領有様式を，「過去の
不払労働を所有することが，いまや，たえず増大する規模での生きた不払労働
0 0 0 
の現在の領有のための，唯一の条件として現象する。資本家は，すでに蓄積し
ていればいるほど， ますます多く蓄積しうるのである」 (K.I. s. 609)と規定し
た。このような資本家的領有様式は，いまや神秘化された形態をとり，平均利
潤を生む価値という資本規定と，利潤率は減少しないという資本家的領有様式
のプルジョア的表象とが成立している。平均利潤は，資本家的領有法則の展開
された形態であるが，逆に『資本論』第 1部「資本の生産過程」における領有
法則転回論は，「自己労働および彼の先祖の労働」 (K.I. s. 608)にもとづく所有
というプルジョア的所有論にたいしてだけでなく，資本所有が現在および将来
の平均利潤を領有する唯一の条件になるという，領有様式の神秘化された形態
にたいする批判としても構想されたのである。この意味で「『資本論』はその
全巻が領有法則転回論である，と主張しうる」であろう 37)0
一般的利潤率の傾向的低下論は，資本家的領有様式の神秘化された形態とそ
のプルジョア的表象にたいする批判として提起されたものである。それは生産
過程論の総括としての資本蓄積論に還元されるのではない。それは「資本家的
生産の総過程」の論理次元において，「資本と本源的蓄積の概念38)」および資本
の本性の再展開を促すのである。（本稿IVを参照）古典派経済学は剰余価値の形
態を，したがって資本家的領有形態を自明の自然的形態として無批判的に前提
37)山田鋭夫「マルクスにおける領有法則転回の論理」，『思想』， 1971年6月号， 10頁。
38) Marx, K., Theorien uber den Mehrwert, 3 Tei!, op. cit., S. 306. 
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したので， 「蓄積の基本ファンドの確定39)」のために利潤量を研究しながら
も，資本家的領有様式の神秘化された形態にたいする批判としての一般的利
潤率の低下法則を発見することができなかった。換言すれば，リカードを頂
点とする古典派経済学は，「資本家的生産様式から発生する資本家的領有様
式」 (K.I. s. 791)を， その神秘化された形態とともに批判的に叙述することが
できなかったのである。剰余価値の実体・剰余価値量および剰余価値の形態
の内的関連が，剰余価値の形態の独立化とともに，彼らによって批判的に解明
されなかったからである。そして，剰余価値の形態の批判的な認識は，一般的
利潤率の傾向的低下の法則の発見を可能ならしめるばかりでなく，資本家的生
産＝および蓄積様式の歴史的一時的性格の理論的把握を可能にする。古典派経
済学は，価値形態を自然的形態とみなして，したがって，個人的な具体的な諸
労働の一般的抽象的な労働（価値の実体）への還元を無批判的に前提して，価値
量のみを研究したために， 「商品生産という…•••生産様式」 (K. I. s. 90)の歴史
的一時的性格を把握することができなかったのであるが40), それと同様に，
古典派経済学は， 剰余価値の諸形態（ここでは平均利潤）をまったくどうでもよ
いものとして取扱い，「剰余価値の実体」 (K.I[. s.837)を無批判的に前提して，
利潤量のみを研究したために，資本家的生産様式の歴史的一時的性格を把握す
ることができなかったのである。
一般的利潤率の傾向的低下の法則は，単純であるにもかかわらず， 「資本家
的理解力の限界」 (K.I[. s.270)をこえる問題なのである。
皿 利潤率低下論の課題 (1)
利潤率低下論は「利潤の資本への転化」 CK.m. s. 858)という形式でおこなわ
39)羽鳥卓也『古典派経済学の基本問題』，末来社， 1972年， 35頁。
0 0 0 0 
40)参照。「労働生産物の価値形態が， 市民的生産様式の最も抽象的な……形態であり，
かの生産様式はこれにより社会的生産の特殊的な一種類として性格づけられ， したが
って同時に，歴史的に性格づけられるのである。」 (K.I.S. 95) 
151 
220 闊西大學『純清論集」第26巻第2号
れる「剰余価値の資本への転化」 (K.I. s. 605)を批判的に展開する41)。という
ことは，第 3部第 3篇「利潤率の傾向的低下の法則」が直接的には第 1部第22
章「剰余価値の資本への転化」•第 1 節「拡大された規模での資本家的生産過
程。商品生産の所有法則の資本家的領有法則への転回」の再展開であることを
意味する42)。利潤の資本への転化の形式を絶対的なものとみなして資本の蓄
積を説明するとき，平均利潤という規定された剰余価値形態から資本家的領有
＝および蓄積様式に関するおおくの仮象が発生する43)が，そのうちでも，「資
本一利潤」および「賃労働一労賃」という資本家的領有様式のプルジョア的表
象こそ，利潤率低下論が内在的に批判するものである44)。資本家的領有法則の
神秘化された形態にたいする批判は，問題を生産過程論の総括としての蓄積論
に還元するのではなく，後者においてあきらかにされた「蓄積過程の単純な基
41)ここでは，第 1部第7篇「資本の蓄積過程」（第22章「剰余価値の資本への転化」，第
23章「資本家的蓄積の一般法則」）， 「資本の流通過程」に媒介された， 第3部第3篇
および第7篇「収入とその諸源泉」（とりわけ第51章「分配諸関係と生産諸関係」，第
52章「諸階級」）という三者の体系的な連関を念頭においている。平田清明「個体的
所有概念との出会い」，前掲， 1976年1月号， 103-109頁，杉原四郎「J.S.ミルの
利潤率低下論」，前掲， 61-63頁を参照。
42)マルクスは資本家的領有法則を解明するにあたって，剰余価値率一定，資本の有機的
構成一定， したがって，同一利潤率にもとづく，たえざる剰余価値の資本への転化を
想定する。そこでは，資本の幾何級数的な増殖可能性と，過去の他人の不払労働にも
とづく現在の他人の不払労働の領有という資本家的領有法則とが批判的に対比されて
いる。第3部第3篇は剰余価値率一定の仮定のままで，有機的構成の高度化から一般
的利潤率の累進的低下を蒋出するが，この場合の剰余価値率の一定の意味は「利潤率
は減少しない」というプルジョア的表象を鋭く批判するための想定であると思われ
る。
43) 「v+mのドグマ」と節欲説とは，マルクスがとくに批判したものである。第1部第
22章，第2・3節，第2部第19・20章，第3部第49章を参照。なお剰余価値の形態を自
明の前提にしたままで，利潤を説明する理論を，杉原四郎氏は，利潤の大いさを規定
する原因の説明（利潤原因論），労働生産力説（利潤起源論），および節欲説等の利潤
の正当性の説明（利潤権利論）に分類されている。杉原「イギリス経済思想史』，未
来社， 1973年，「第2部J.s. ミルの利潤論」を参照。
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本形態」 (K.I. s. 590)を平均利潤の形態において再展開する。すなわち，マ）レ
クスは資本家的富の領有形態＝分配形態に内在して資本の蓄積を分析して，
「客体的な労働条件と主体的な労働力との分離」 (K.I. s. 595)の再生産 （第21
章「単純再生産」），「所有と労働との分離」 (K.I. S. 610) (第22章第1節），「資本家
的富に内在する敵対関係」45)(第23章「資本家的蓄積の一般法則」）を， 「資本家的
生産の総過程」のこの論理次元において再展開するのである。この意味で，
現行第 3部第 3篇は，蓄積の「総過程」である 46)。
周知のように，『資本論」第 1部第 7篇は「剰余価値の転化諸形態」 (K.I. s. 
589)と「流通の媒介運動」 (K.I. s. 590) との捨象という二様の限定のもとに，
「蓄積の基本的過程」47)を純粋に分析したものであるが，利潤率低下論は，蓄
積の高次的叙述としての再生産過程（循環・回転・表式論）と剰余価値の形態
（平均利潤）との分析ののちに， いわば蓄積の一般的形態を分析するのである。
したがって，通説のように「資本家的蓄積の一般的法則」を基軸にして利潤率
低下論を把握するとすれば，後者と蓄積論（第1部第7篇）との多面的な関係が
44)すでに，富塚良三氏は次のように指摘されている。「フェティシズムすなわちプルジ
ョア社会の『日常生活の宗教」から解放されることなしに，資本制的蓄積の内在的諸
法則は把握されえない。」（富塚『蓄積論研究』， 未来社， 1965年， 491頁。）なお，
1863年1月に執筆された『資本論」第3部のプランは， 12の篇別構成からなり， 「1.
剰余価値の利潤への転化。剰余価値率と区別しての利澗率。」ではじまり，「6.利潤率
低下の法則。 A・スミス， リカー ド， ケアリー 。」 を経て， 「12.結び。 資本と賃労
働。」において総括される。 (Marx, K., Theorien uber den Mehrwert. 1 Tei!, 
Werke, 26. 1, 1965, S. 390.) 
45) Marx, K., Le Capital, traduction de M ]. Roy, First Edition, 1872-1875, 
Maurice LaChatre et Cie, Paris, First Reprinting, 1967, Far Eastern Book-
Sellers Publishers, Tokyo, 1967, p. 285. 林直道編訳『資本論第 1巻フランス語
版』，大月書店， 123頁。
46)富塚良三「恐慌論研究」，末来社， 1962年， 128-175頁，富塚「蓄積論研究』，未来社，
1965年， 464頁， 483-549頁を参照。
47) Marx, K., Le Capital, op. cit., p. 246; 林編訳『資本論第 1巻フランス語版」， 12 
頁。
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一面的に規定され，その結果，第3部第3篇の未完成とはいえ重要な論点が理
論的に捨象されるように思われる。
たとえば，ローゼンベルクは，第3部第3篇の体系的位置づけを「利潤率の
傾向的低落の法則は，利潤の局面における資本主義的蓄積の一般的法則の表現
である」48)と規定する。この規定の問題点は，資本家的領有法則と資本家的蓄
積の一般法則との関係を，『資本論」第1部と第3部との体系的関連において
視野におさめていないことである。すなわち，第 1部においても，「資本家的
富に内在する敵対関係」（富の蓄積と貧困の蓄積）を分析する「資本家的蓄積の一
般法則」（第23章）は，「所有と労働との分離」 (K.I. s. 610)を分析する「資本家
的領有法則」（第22章第1節）を論理的に前提し， その必然的な展開として把握
される。「資本家時代においては社会的富が， たえず増大する程度において，
たえず新たに他人の不払労働を領有する人々の所有となるのである」 (K.I.S.
'613)という資本家的領有法則は， 「社会的富，現に機能している資本，その増
大の規模とエネルギー，したがってプロレクリアートの絶対的大いさとその労
働の生産力，これらのものが大きくなればなるほど，産業予備軍も大きくな
る」 (K.I. s. 673)という資本家的蓄積の一般法則として展開するのである。第
3部第3篇においては，資本家的領有様式は，平均利潤という神秘化された形
態を受けとり，資本は自己自身を根拠にしてその大いさに比例して増加すると
いうプルジョア的表象が発生する。そして，利潤率低下論は，このような表象
を批判することを通じて， 資本家的領有法則（一所有と労働との分離）と， その
展開としての資本家的蓄積の一般法則とを，剰余価値の形態論の次元において
あらためて叙述するのである。
ところで，本稿は前節において，資本家的生産様式の発展にともなう，労働
の社会的生産諸力の増大という契機を捨象して，純粋に資本家的領有様式のブ
岱）デ・イ・ローゼンベルク，副島種典・宇高基輔訳「資本論注解』第4巻，青木書店，
158頁。
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Jレジョア的表象を検討したのであるが，実はこの方法は， 「蓄積過程の単純な
基本形態」 (K.I. s. 590)を解明するために用いられたものである。すなわち，
蓄積論は大きくみれば，「単純再生産」（第21章）を論理的端初にして，つぎに，
労働の社会的生産力の増大の契機を捨象して， 純粋に資本家的領有様式（第22
章第1節）を分析し， つづいて労働の生産諸力の増大の契機を導入し， 資本家
的領有様式の展開としての資本家的蓄積の一般法則（第23章）を解明するという
叙述順序で構成されている。
だが剰余価値の転化形態を，すなわち，その領有形態を捨象したかぎりでの
資本家的領有法則と資本家的蓄積の一般法則の関連は， 「蓄積を抽象的に， す
なわち直接的生産過程の単なる契機」 (K.I. s. 590)に方法的に限定したうえで
の解明であるので，両者の関連は， 「利潤の資本への転化」を批判的に検討す
る際に，あらためて現象しなければならない。利潤率低下論の叙述様式の特徴
は，はじめから労働の社会的生産諸力の増大という契機を導入し，これと資本
家的領有様式の神秘化された形態（平均利潤と利潤量）との関連を分析すること
である。 ここでは，資本家的富の領有形態によって，労働の社会的生産諸力
の発展が表現されるのである49)。資本家的生産の進歩に伴う労働の生産諸カ
の発展は，「平均利潤を生む能力」 (K.ll. S. 364)の低下傾向として表現され
るso)。
49)参照。「利潤率が下がるのは，……労働がより生産的になるからである。剰余価値率
の上昇と利潤率の低下とは， どちらも労働の生産性が資本家的に表現される特殊な形
態でしかないのである。」 CK.m. s. 250) 
50)マルクスは一般的利潤率を一定時間 (1年）のあいだに領有実現された剰余価値量に
たいする前貸ーおよび充用総資本の大いさの比率として規定しているので，この剰余
価値量のなかには，回転時間の問題がふくまれている。 (cf.K.m.S.161-162, Marx, 
K., Theorien劫erd磁 Mehrwert,3Teit, op. cit,. S. 225-226.) そして，マルク
スが剰余価値量を規定する要因である，「同時に搾取される労働日数」（労働者人口に
よって限定される）と「搾取率」とに言及して，利潤率の低下を利潤量の増加によっ
て補償できないとのべる (cf.K. m. s. 244-245, K. m. s. 257-258, K. m. s. 411 
-412.)とき，これらの規定は，同時に同一利潤率が維持されがたいことを，すなわ
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「一般的利潤率の漸進的な低下の傾向は，ただ，労働の社会的生産力の発展
の進行を表わす資本家的生産様式に特有な表現でしかないのである。」 (K.Il[. 
s. 223) 
このような一般的利潤率の低下傾向の認識を基礎にしてはじめて， 「所有と
労働との分離」 (K.I. S. 610)を神秘化する表象（資本一利潤および賃労働一労賃）
は根本的に批判されると同時に，「資本家的な対立的な形態にある富」 (K.Il[. 
S.268)を分析する「資本家的蓄積の一般法則」もまた，利潤率の低下と利潤量
の増大という「二者闘争的な法則」 (K.Il[. s.230)において，外面的に表現され
るのである。「資本家的生産様式が進歩するにつれて，労働の社会的生産諸力
の同じ発展が，一方では利潤率の累進的低下への傾向に表わされ，他方では領
有される剰余価値または利潤の絶対量の不断の増大に表わされるのであり，し
たがって，全体としてみれば，可変資本および利潤率の相対的減少に両者の絶
対的増加が対応するのである。……こうして，労働の生産力の増大は，資本家
的基礎の上では，必然的に，恒常的な外観的な過剰労働者人口を生みだすので
ある。」 (K.Il[. s.233) 
利潤率低下論は，資本家的蓄積の一般法則が資本家的領有様式の外面化され
た形態において再展開されたものである。ここにおいて，「所有と労働との分離J
および「資本家的富に内在する敵対的関係」という資本と賃労働との内的対立
は，利潤量の増加と価値増殖の尺度としての一般的利潤率の低下という外的対
立において運動する 61)。そして，この二者闘争的な運動の絶対的な要請は，
「すくなくとも充用資本量の増大につれて利潤量を増加させるような搾取度j
ち，利潤率は減少しないという表象を批判しているのである。このかぎりで，「反対
に作用るす要因」は，同一利潤率の不可能性の要因である (cf.Marx, K., Theorien 
Uber den Mehrwerl, 3Teil, op. cit., 292-307.)一般的利潤率の累進的低下に反対
に作用する要因のうち，「不変資本の諸要素の低廉化」は重要であるが，別の機会にふ
れたい。
51)ここで，価値掻と価値形態， さらに価値量と価値の尺度との関係を想起してよい。
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(K. 直.s266)が維持されるか， あるいは， 「同時に搾取される労働日数」
(K. 皿S.412)の，したがって「労働者人口」の絶対的増加である 52)。このよ
うに，資本蓄積の進展とそれに照応する社会的労働の生産諸力の発展にともな
ぅ，資本と賃労働との本源的対立は，資本それ自体の形態規定性である，利潤
量と平均利潤という外化された形態において運動する。換言すれば，資本・賃
労働関係の拡大再生産としての資本蓄積過程における，労働者人口の増加と彼
らの労働の社会的生産諸力の増加は，利潤量の増加と利潤率の低下という，ニ
者闘争的法則において表現され， またこのように批判的に認識されるのであ
る。利潤率低下論は， 「利潤の資本への転化」という形式でおこなわれる「剰
余価値の資本への転化」の批判的考察なのである。
w 利潤率低下論の課題 (2) 
利潤率低下論は資本家的生産様式の歴史的一時性を証明する理論領域であ
る53)。この生産様式の歴史的制限性を問題にしうる理論地平は，資本蓄積論で
ある54)。蓄積論は，いかなる論理次元においても，「剰余価値を生む価値とし
ての資本」 (K.皿S.890)にたいする内在的な批判であることによって55), 資
本家的領有＝および蓄積様式に内在する諸対立および諸制限を析出する。「資
本論』第 3部第3篇のおおくの叙述が以上のことを物語る。とくに現行第15章
52)遊部久蔵氏は，労働者人口の増加とそれにともなう相対的過剰人口の形成について，
第1部第23章と第3部第13章との体系的な関連を強調され， 「私見によれば『人口過
剰」（第15章一若森）の基本規定は「法則そのもの』を論じるここであたえられてい
る」と指摘されている。（遊部「法則そのもの，反対に作用する諸原因」，『資本論講
座」第4巻， 237-240頁。）
53)参照。「利潤率の低下にたいする彼らの恐怖のなかで重要なのは， 資本家的生産様式
は生産諸力の発展に関して富の生産そのものとはなんの関係もない制限を見いだす，
という感じである。そして，この特有な制限は，資本家的生産様式の被制限性とその
単に歴史的な一時的な性格とを証明するのである。それはまた資本家的生産様式が…
…富の発展と特定の段階で衛突することを証明するのである。」 <K.m. s. 2s2) 
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「この法則の内的諸矛盾の展開」 （エンゲルスによる表題）は，資本家的生産
の進歩に伴う資本家的富の発展とその資本家的領有様式（一労働と所有の分離）と
の内的対立（資本と賃労働との対立）が，利潤量の増加と一般的利潤率（利潤を
生む資本の価値増殖の尺度）の低下という外的対立において運動することを分析
54) 「資本家的蓄積の歴史的傾向」（第1部第24章第7節）が「資本家的生産様式から発
生する資本家的領有様式」 (K.I. s. 791) の歴史的過渡性を論証したものであること
は言うまでもないが，ここでは，第2・3部の最終篇から引用しておく。
「資本家的生産の基礎の上では， 比較的長く続く大規模な作業は， 貨幣資本のかな
り長期にわたるかなり大きな前貸を必要とする。……社会化された生産 (unepro-
duction socialisee)では貨幣資本は消滅する。」 (K.r. s. 357-358, cf. s. 491-492) 
ー第2部第18章第2節「貨幣資本の役割」。 M・リュベールは， この節を「貨幣資本
の廃止」という表題で，第2部の結論として位置づけた。 (Oeuvres.pp. 858-863) 
にわかに賛成しがたいが，注目に値する。
「危機の瞬間が到来したということがわかるのは，一方では分配諸関係， したがっ
てまたそれに照応する生産諸関係の規定された歴史的姿態と，他方では生産諸力•…••
とのあいだの矛盾および対立とが，広さと深さとを増したときである。そうなれば，
生産の物質的発展と生産の社会的形態とのあいだの衝突がおきるのである。」 (K.l[. 
s. 891)—第 3 部第51章「分配諸関係と生産諸関係」。ちなみに， M ・リュベールは
「労働日の短縮こそは根本条件である」 (K.l[. s. 828)で終る，「三位マ体範式」
（第48章）の一節を， 第52章「諸階級」のあとに， 第3部の結論として配置する。
(Oeuvres. pp. 1485-1488, pp. 1851-1852) 
55) ここでは，『資本論」の「第 2 巻は資本の流通過程（第 2 部）および総過程の諸姿~
（第3部）を取扱う」 (K.I. s. 17)という，第2=および3部構想を念頭において，
第2部第2篇「資本の回転」 と第3篇「社会的総資本の再生産と流通」についての
み，以下の諸点を指摘しておきたい。資本循環論（第1篇）， とくに「生産資本の循・
環」は，蓄積の高次的展開として「資本家的領有法則」を再び分析する。（参照。安
孫子誠男「マルクス資本循環論の一考察」『経済科学」第23巻第2号， 1975年）つづ••
いて資本回転論は，回転時間と剰余価値の創造ーおよび領有の関係を批判的に分析
し，資本家的生産諸力の時間的展開における，資本価値の不滅性と無限性を批判的に
解明する。（山田鋭夫「資本回転論の視座と課題」（下）『経済科学』第18巻第2号，
1971年。）そして最後に，「社会的総資本の再生産と流通」は， 流通一および再生産過1
程から不可避的に発生する資本家的領有様式のブルジョア的表象，すなわち，いわゆ
る「v+mのドグマ」を， とくに「単純再生産」（第20章）において批判する。
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し，この運動諸形態に内在する資本家的生産の制限を析出することによって
58)' 「資本家的生産様式から発生する資本家的領有様式，したがって資本家的
私的所有」 (K.I. s. 791)の歴史的一時性を論証する。 この章の各節は， それぞ
れの分析視角から，資本家的生産様式の歴史的制限性を結論する。マルクス
は，未完成な原稿にもとづく第3部第3篇を， 「資本家的蓄積の歴史的傾向」
（第1部第24章第7節）の「総過程」的展開として位置づけ，またそのように叙述
しようとするのである 57)。この章を，資本蓄積と利潤率変動との相互規定的関
係における諸矛盾の累積過程（とくに「直接的搾取の条件とこの搾取の実現の諸条件」1
(K. 直.S.254)との矛盾の累積）と「諸矛盾の一時的暴力的解決」 (K. 皿 s.259) 
56) 商品生産の内的諸矛盾の運動形態を分析する貨幣論と資本家的商品生産の内的諸矛盾•
の運動形態を分析する一般的利潤率の傾向的低下論とは問題基盤を共有する。周知の、
ように，『資本論』を恐慌論体系として再構成する視角からすれば， 前者は「恐慌の'
形態的可能性」を，後者は「恐慌の必然性」を措定する。（参照。富塚良三『恐慌論
研究』，未来社， 1962年。）本稿では，これらの論点を，生産と流通ーおよび領有との
対立として把握しておく。マルクスは，第1部第3章第2節A 「商品の姿態変換」に
おいて次のようにのべている。
「商品に内在的な使用価値と価値との対立，私的労働が同時に直接的に社会的な労
働として現われねばならぬという対立，特殊的・具体的労働が同時に抽象的・一般的
労働としてのみ意義をもつという対立，物象の人格化と人格の物象化との対立一~こ
うした内在的矛盾は，商品の姿態変換上の諸対立において，それの発展せる運動諸形
態を受けとる。だから，これらの形態は，恐慌の可能性を， とはいえ可能性のみを含
む。」 (K.I. S. 128) 
マルクスは，ここで価値生産（個人的具体的な諸労働の抽象的人間労働への還元一
価値抽象とそれの労働生産物の属性への物象化一価値対象性）と「譲渡にもとづく領
有」（流通ーおよび領有過程）との内的対立を， したがって， 富の商品としての形態
とその流通一および領有との内的対立を，販売と購買との外的な過程的統一において
分析している。一般的利潤率の傾向的低下論は，富の資本家的形態とその資本家的領
有様式との内的対立を，その領有諸形態において，すなわち，価値増殖の尺度として
の平均利潤（一般的利潤率）と利潤量という外面化された関係において分析するので
ある。
57)平田清明「個体的所有概念との出会い（中）（中の続）」，前掲， 1975年12月号， 1976
年1月号を参照。
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＝恐慌の展開という観点からみるならば，第 3篇全体は容易に整理しがたい諸
論点が交錯する未完成な草稿としてあらわれるように思われる。その結果．す
でに指摘したように，第 3篇「利潤率の傾向的低下の法則」の主題そのもの
が，この法則の論証それ自体（第13・14章）と現行第15章とに二分されて検討さ
れ，さらに，後者の内容規定と表題づけをめぐる論争，すなわち， 「利潤率の
傾向的低下の法則の内的諸矛盾の展開」68)(全3章の連続説）か． あるいは「資
本制的生産の内的諸矛盾の展開」59)(第13・14章と第15章との不連続説）かという
論争も生じたように思われる。（のちに指摘するように，第3篇を統一して理解する
困難さは現行テクストに基因する。）が， しかし， 重要な諸論点の断片的な指摘に
すぎないとしても，資本家的生産様式の歴史的一時性の論証という観点からみ
るならば，現行第15章は，したがって第 3篇全体は，一貫した主題を追求する
ものであると言えないであろうか。以上のような視角からすれば，第15章の各
節は，先行する両章との連続説の立場で，資本家的蓄積の歴史的傾向を再展開
すべく叙述しようとしたものであろう。「資本家的生産の進歩につれての，
一般的利潤率の傾向的低下の法則」という本来の表題は，第3篇全体の体系的
位置づけとその課題とを指示するものであるが， この篇は， 「資本家的領有法
則」と「資本家的蓄積の一般法則」の剰余価値の形態論の次元における再展開
であるばかりではない。同時にそれは，蓄積論を歴史理論として総括する，
「資本家的蓄積の歴史的傾向」の再展開でもある。次に引用する，第15章各節
の末尾の叙述は，以上のことを物語るものである。
(1) 「イ）利潤の量は，利潤率が下がっても，投下される資本の大いさにつれて
58)南克己「利潤率の傾向的低下の法則」，『マルクス経済学講座」第1巻，有斐閣， 1963
年， 199-208頁，逢坂充「一般的利潤率の傾向的低下の法則」，『経済学要論』，有斐
閣， 1967年， 188-196頁，米田康彦「利洞率の傾向的低下の法則」，『新マルクス経済
学講座』第1巻，有斐閣， 1972年， 256-268頁。
59)宇野弘蔵「資本家的生産方法の内的矛盾の展開」， 前掲，、井村喜代子「生産力の発展
と資本制的生産の『内的諸矛盾の開展』」，前掲，富塚良三「資本制的生産の内的諸矛
盾の開展」，前掲。
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増大する。とはいえ，これは同時に資本の集積を条件とする。…•••それはま
た資本の集中・・・・・・を条件とする。…•••口）このような一方の労働条件と他方
0 0 0 0 0 
の生産者との分離こそは，資本の概念を形成するものであって，それは本源
的蓄積・・・・・・とともに始まり，次いで資本の蓄積と集積とにおいて恒常的な過
程として現われ，そしてここで最後に少数の手中への既存諸資本の集中……
として現われるのである。ハ）このような過程は， もしも求心力と並んで
対抗的な諸傾向が絶えず繰り返し集中排除的に作用しないならば，やがて
資本家的生産を崩壊させてしまうであろう。 (K.皿s.256)一ー第 1節「概
説」。60)
(2)「資本家的生産の真の制限は，資本そのものである。……手段一ー一社会的生
産諸力の無条件的発展＿は，既存資本の増殖という制限された目的とは絶
えず衝突せざるをえない。だから資本家的生産様式は，物質的生産力を発展
させ・・・・・・るための歴史的手段だとすれば，それはまた同時に， このようなそ
の歴史的任務とこれに照応する社会的諸関係とのあいだの恒常的矛盾なので
ある。 (K.I[. s.260)一―-第 2節「生産の拡大と価値増殖との衝突」
(3) 「社会的労働の生産諸力の発展は，資本の歴史的任務で••…•ある。……リカ
ードに不安を感じさせるのは，資本家的生産の刺激であり蓄積の条件ならび
に推進力である利潤率が生産そのものの発展によって脅かされるということ
である。そして，ここでは量的関係がすべてである。••…•ここでは，資本家
的生産の制限，その相対性•…••が，純粋に経済学的な仕方で，すなわち……
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
資本家的理解力の限界のなかで，……示されているのである。 CK.m. s. 269-
60)第1節のこの叙述は，『剰余価値学説史』 (1861-1863年の23冊のノートの一部分），
第21章「経済学者たちにたいする反対論」， (e)「複利。 それに起因する利潤率低下」
の一節をほぼそのまま転用したものであるが，そこでは，イ），ハ）， 口），の順番で
叙述され， しかもハ）部分は挿入された文章である。 のちに見るように，マルクス
は， (1)の口）部分を「剰余価値学説史」の同章にある別の一文に変更して，これを修
正して『資本論』第3部第15章に採用した。 (Marx,K., Theorien uber den Mehrw-
ert, 3Teil, op. cit., S. 305, S. 308-309) 
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70) —第 3 節「人口過剰に伴う資本の過剰」
(4)「資本家的生産様式のなかで発展する，人口に比べての巨大な生産諸力，
…人口よりもずっと急速に増大する資本価値……の増大は，増大する富に比
べてますます狭くなって行く基礎……と矛盾し，また，この膨張する資本の
増殖関係と矛盾する。そこで，恐慌が起きる。 (K.il. S. 277) —第 4 節「補
遺」
みられるように，マルクスは，絶えざる利潤の資本への転化としての蓄積の
進展とともに発展する社会的労働の生産諸力の増大一~利潤率の低下と利潤量
の増大として現象する一ーと，それを促進する資本の集積とを根底において，労
働の社会的生産諸力の発展〔＝「生産そのものの目的~ と資本家的領有
＝および実現形態との対抗を通じて，資本家的生産様式の制限とその歴史的一
時的性格を結論する。だが，(1)部分と(2)~(4)部分とは直接には結びつかない。前
者は，利潤率の低下と利潤量の増加が資本の集積・集中を条件づけることを指
摘したのちに，労働者と労働条件とを分離する運動の高次な形態としての「資
本の集中」をいわゆる「崩壊論」に結びつけて説明する。 (2)~(4)部分は，「蓄
積過程……の二契機」 CK.m. s. 259)である， 「資本をはじめて資本たらしめる
搾取材料」 CK.m. s. 258)としての「労働者人口」と，資本価値およびその物象
的諸要素（生産手段と生活手段）とを論理的な前提として62), 労働の社会的生産
諸力の発展とその資本家的実現＝および領有形態との対抗を，自己増殖する価
61)参照。「豊富とは， 使用価値の盤とその多様性とをともに含んでいるものであって，
この使用価値はこれでまた，生産者としての人間の豊かな発展，彼の生産能力の多方
面にわたる発展を条件とするものである。」 (Marx, K, T, 加orienuber den Mehr-
wert, 3Teil, op. cit., S. 50.) 
62) M ・リュベールの編集した『資本論』第 3 部によれば，「蓄積過程に含まれる•…••ニ
契機」はこのように理解されるが，現行のテクストから，これを読みとることは困難
である。 (Oeuvres.p. 1030)この蓄積過程の二契機は，従来，「生産力の増大と資本
価値の増加」，あるいは「価値減価と使用価値泣の増加」 として内容規定されてきた
ものである。
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値としての資本そのものに内在して分析する。すなわち， 「既存資本価値の維
持とその最高度の増殖」 (K.Il. S. 259)という制限された目的は， 「利潤率の減
少，既存資本の価値減少，および，すでに生産された生産諸力を犠牲としての
労働の生産諸力の発展を含んでいるのである。」 (K.皿.s. 259)—第 2 節。ある
いは，「資本家的な対立的な形態にある富としては多すぎる富が周期的に生産
されるのである。資本家的生産様式の制限は次のような点にあらわれる。 (1)労
働の生産力の発展は利潤率の低下ということのうちに一つの法則を生みだし，
この法則は，生産諸力の発展がある点に達すればその発展に最も敵対的に対抗
し，したがって絶えず恐慌によって克服されなければならないということ。 (2)
不払労働の領有が，…•••特定の高さの利潤率が，生産の拡張や制限を決定する
のであって， 社会的欲望にたいする，社会的に発達した人間の欲望にたいす
る，生産の割合がそれを決定するのではないということ。」 (K.IlI.S.268-269)-―-
第3節。このように， (2)~ (4)で分析されているものは，生きた労働(=労働
者人口）の吸収によって自己を維持すると同時に増殖する資本物象の自己矛盾
的運動（とくに第2節）を通じての，「資本家的な対立的な形態にある富」の発
展である。 (2)~(4)部分と(1)部分とが直接的には，不連続のようにみえるのは，
現行テクストの当該箇所が問題点を含んでいるからである。
すなわち，すでにみたように，現行第 1節「概説」の最終パラグラフは， (1)
のような構成であるが， M・リュベールによれば，マルクスの執筆順序はイ）
ハ）口）であり，このうち，口）部分の本来の叙述は次のようである 63)。
i)「資本の本源的蓄積は労働条件の集中を含む。 それは労働者および労働力
からのこれらの諸条件の分離を意味する。その歴史的作用は，資本の歴史的
な創生の作用であり，労働諸条件を資本に，そして労働を賃労働に転化させ
る，歴史的な分離過程である。これとともに，資本家的生産の基礎は与えら
63)すでに指摘したように， 以下の叙述に極似した一節が「剰余価値学説史」にある。
(Marx, K., Theorien uber den Mehrwert, 3 Tei!, op. cit., S. 308-309.) 
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れる。したがって，資本の蓄積は，••••••資本と賃労働の関係を前提とする。
資本の蓄積は，絶えず拡大される規模で，労働にたいする物質的な富の分離
と固定化を再生産する。
ii)「資本の集積・小資本の破壊による大資本の蓄積。……これは， 労働諸条
件を資本に転化させ，拡大された規模で資本を増殖させると同時に再生産す
るところの最後の形態・~過程の頂点一~ この最後の形態は，
最後に，……資本をその所有者から分離し，それを大資本家の手のなかに集
中する。
ii)「このような敵対の極端な形態とともに，生産は， たとえ歪曲された姿態
00000 00000 
においてであるとはいえ，社会的生産に転化する。社会的労働と，具体的な
000000000 o •• 
労働過程における生産手段の共同使用。資本家たちは，同時にこの社会的生
産を促進するとともに生産諸力をも促進する過程の機能者としては無用にな
るい。
みられるように，マルクスは，資本家的生産の進歩につれての社会的労働の
生産諸力の発展が利潤量の増大と利潤率の低下において現象するとすれば，他
方では，後者は資本の集積と集中の進展を条件づける（一充用資本の最少限の増
大）という「資本家的生産の現実の傾向」 (K.皿S.222-223)〔(1)部分のイ）および
現行第13章の内容〕を，「資本家的蓄積の歴史的傾向」の視角から把握する。そこ
では，周知のように，次のようにのべられている。
諸資本の集中と「手を携えて，ますます大きくなる規模での労働過程の協業
的形態，科学の意識的な利用，土地の計画的利用，共同的にしか使えない労
働手段への労働手段の転化，結合的社会的労働の生産手段としての使用によ
るすべての生産手段の節約，……が発展する。…•••生産手段の集中も労働の
社会化も，それがその資本家的な外皮とは調和できなくなる一点に到達す
る。 (K.I. s. 790-791) 
64) Oeuvres. pp. 1028-1029. 
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「利潤率の低下と加速度的蓄積とは，両方とも生産力の発展を表現するかぎり
では，同じ過程の別々の表現にすぎない」 (K.m. s. 2s1)のであるから，マルク
スは，剰余価値の領有形態（利潤量と平均利潤）において表現される， 労働者人
口の増大と彼らの労働の社会的生産諸力の発展，したがって，資本と労働者人
ロとの対立を通じての資本物象の自己矛盾的な運動と，このようなものとして
実現される他はない，資本としての労働の社会的生産諸力の増大（資本として実
現されている生産諸力の規模一生産手段の価値範囲および量的範囲の，労働者人口よりも
急速な増大）との，すなわち「労働の集団的能力のたえざる発展」85)との対立を
資本家的生産様式の歴史的一時的性格として指摘するのである 88)。
65)「労働の集団的能力（社会的労働の生産性ードイツ語版）のたえざる発展のおかげで，
……社会的人間がより小さな労苦でもってより多くを生産できるようにするこの法則
は，資本家的な環境のもとでは，……逆の法則に，すなわち，労働の手段と労働能力
が大きくなればなるほど，……賃労働者の生存条件が……ますます不安定になるとい
う法則に転回する。」 (Mar巧 K.,Le Capital, op. cit., p. 285, 林訳『資本論第1巻
フランス語版』， 121頁。）
66) cf. K. II. S. 274-275, K. II. S. 277. 
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